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太陽発電衛星SPS2000研究の概要と今後の展望

伊藤精彦　小川恭孝　大宮
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　　　　　　　（Received　June　30，　1995）

Abstraet

　　The　most　famous　solar　power　satellite　system　（SPS）　is　the　SPS　Reference　System，　a

quite　large－scale　power　system　for　the　United　States　of　America　proposed　for　construction

in　the　21st　century．　This　would　produce　as　much　electricity　as　five　current　atomic　power

stations．　SPS2eOO　is　much　smaller　than　the　Reference　System　with　only　O．2％　or　two－

thousandths　of　the　power　generation　capacity．　Because　of　its　smallness，　the　SPS2000

project　can　avoid　many　difficult　problems　facing　the　Reference　System　；　it　would　be　easier

and　tal〈e　less　time　to　build．　ln　several　respects，　SPS2000　is　completely　different　from　the

SPS　Reference　System　This　paper　introduces　a　conceptual　study　on　SPS20eO．

1．まえがき

　1968年P．E．　Glaser（以下，グレーザと略称）は将来の地球規模でのエネルギーと地球環境を解決

する方法として，衛星軌遵上に太陽光発電所を設け電力を作り，これをマKクロ波に変換し，地

上に無線送電する構想を発表した。これが太陽発電衛星（Solar　Power　Satellite，　SPS）である。SPS

は第一圃オイルショックの1973年に米国において特許化されている。図1はその特許公報の一部

である。その後，SPSは米国エネルギー省（Department　of　Energy，　DOE）の目にとまり，米團航

空宇宙局（NASA）の協力を得て，約二千万ドルを投じて4年間の歳月をかけて大規模なフィージビ

リティスタデdが行わた。これはCDEP（Concept　Development　and　Evaluation　Program）「太

陽発電衛星の概念作成と評価」と称されている。このCDEPでは21世紀において米国が必要とす

る3億kWの電力を地ま：に供給するためのSPSシステムが設計された。これがDOE／NASAレフ

ァレンスシステムである。DOE／NASAレファレンスシステムでは一基当たり500万kWまたは1，000

万kWの電力を地上で使用・可能とした。したがって，米国では60ないし30基のSPSを所有するこ

とになる。500万kW　SPS（5GW　SPS）システムの概念図を図2に示す。5GW　SPSは10×5km2の

太陽電池パネルにより発電した電力を直径1kmの送電アンテナ（スペーステナ）で2．45GHzを使
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用し送電することになる。DOE／NASAレファレンスシステムはSPSの代表的具体例である。

　DOE／NASAレファレンスシステムが余りにも巨大であったため問題点だけが浮き彫りにされ

た。ところで，SPSに関する我が国独自の研究を行うことを目的としてSPS　WGを文部省宇宙科

学研究所に設置した。SPS　WGの目標等は文献1）に示されているが，　SPS　WGの研究範囲は

太陽発電衛星システムを実現するための理工学的課題とそれが引き起こす環境現象を解明するこ

とである。SPSストーロマン設計研究計画からその叩き台とでも雷うべきSPS2000と名付けられ

るモデルが生まれた。

　ストローマン（藁人形の意）は具体的プロジェクトとしての要求はないが，実現を想定して作

り上げたモデルである。DOE／NASAレファレンスシステムが余りにも非現実的なモデルである

ことへの反省に立っている。SPSが必要とされるのは21世紀である。そのとき，5GW級SPSが

実現できれぼ良い。エジソンが1882年にサービスを開始した発電所は200馬力の蒸気エンジンであ

ることから，ストU一マンもこの程度で十分であると雷える。

　本論文においては，ストローマンモデルの一つとして提案されているSPS2000の概略を述べる。
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図1　太陽発電衛星 図2　米国エネルギ～省を中心として研究された5GW級衛星電力

　　システム（SPS）

2．SPS2000システム

2．1　システム構成

　（1）全システム

　SPS2000の全体構成図は図3に示した通りであり，眼中点線で囲んだブロックが発電衛星に相当

する。発電衛星は発集電部と送電部，通信制御機能を司るバス部，骨格を形成する主構造部およ

び組立，保守に用いるロボット等によって構成される。また，地上設備はマイクm波を受電して

変換するレクテナと，衛星追跡管制や受電管制を行うレクテナ管押部，送電，貯蔵施設等から構

成される。

　SPS2000の主要諸元と電力供給範囲を表1および図4に示す。高度11001｛m，軌道傾斜角0度（赤

道上空）の軌道を設計の標準軌道とする。SPS2000衛星の外観形状は正三角形状である。その柱の
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SPS2000全体構成概念図と主要タスクエリア
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軸を爾北方向に向け，アンテナが取り付けられている側面を常に地心方向に向けて軌道運動をす

る。上面の2面に太陽電池を展開しているが，特に太陽方向への指向制御は行わない。

　（2）スペーステナ

　システム電力は10MWとする。本システムの名目（ノミナル）電力値は送電アンテナ（スペー

ステナ）から放射されるマイクロ波の電力として定義する。電力伝送は2．45GHzのマイクロ波に

より行うものとする。軌道高度と同様暫定的に送電アンテナは1辺が132mの正方形とする。アン

テナは送電側を先に決めて，後でレクテナを決めることにする。その理由の一つは送電側のアン

テナの方が技術的に難しいことと，地上の方が選択の自由度が多く，また，レクテナ毎に異なっ

た要求もあるのでこちらを一意的に決めることは難しいからである。ビーム制御は地上の受電所

から送信されるパイmット電波によってフェーズドアレーアンテナの位相舗御を行う，いわゆる

レトmディレクティブビーム制御方式である。また，必要に応じてコンピュータ制御も行う。ビ

ームの撫向制御範囲は鉛直：方向からのふれ幅で表す。指向方向は東西および南北で独立にそれぞ

れ30度および16．7度である。これに相当する地上での受電可能範囲は図4に示す通りである。

　（3）レクテナ構成要素

　レクテナの構成要素を図5に示す。レクテナはSPSと「パイロット電波の送信と電力の受信」

という基本的なインタフェースを有するが，それ以外については地上の電力ユーザの要求によっ

て決められる設計要求が多い。ここでは，レクテナの構成要素について規定するが，これは各レ

クテナの需要条件によって違いがある。

3．SPS2000電力送電システム

　発電システムに比べると電力伝送システムは課題の多い分野である。実際に設計を進めてみる

と，当初基本要求として掲げた項目のいくつかは変更せざるを得ないことが分かった。それらは

主として，高出力・高効率のアンテナ素子の実現目処が三三点ではまだついていないことによる

もので，結果として重量が増え，アンテナ面の電力密度分布も理想的なものからかけ離れたもの

となった。本章では，西暦2000年に軌道上での組み立てを開始する，としたSPS2000の電力伝送
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表1　SPS2000の主要諸元（瞑標値）
〆衛撮部

寸法，形状

打上げロケット

　軌道

姿勢制御方式

　発電方式

　送電方式

　建設方武

　336111x336　m×3031nσ）王E三三角皿註

　　　　　約240ton

　　　Ariane　V　／　Proton

　軌道傾斜角0度の地球低軌道

地心掲向，重力傾斜安定，地磁気トルク

　　　　太陽光発電

　　マイクロ波による無線送電

　　　無人での展開，組立
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1230郷
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　　　　　　1250エネルギー駐躍

nc　5　代表的なレクテナシステム構成

システムについて，その概念設計結果を記述する。

3．1基本要求

　設計の前提となった基本要求を以下に示す。この中には，冒頭に述べたように設計の進展にと

もなって見直さざるを得なくなった項脂もいくつか含まれている。送電は2．45GHzのマイクu波

を使用して行うものとし，波長λは122．45mmである。入力電力は太陽電池パネルからの出力が常

時直結されているものとし，インピーダンスマッチングのためにアンテナ側で適宜回路を変更し

て対応できるようにする。発電部（太陽電池パネル）からスペーステナに供給される電力のノミ

ナル値は1kV，16kAとする。したがって，スペーステナの効率は62．5％以上でなくてはならな

いことになる。ビーム走査範囲は東西方向±300以上，南北方向±16．7．以上とする。アンテナ

素子間隔はビーム走査を行ったときにグレーティングローブを発生させない距離とする。アンテ

ナは主構造体の三角柱の面内の中央に納まる最小寸法とする。この要求はアンテナ形状を円形と
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想定したものであったが，組立方法，組立Wポットとのインタフェース，配電ケーブルのルート，

地上での電力密度等を総合的に判断した結ee，　SPS2000では正方形アンテナを採用することにした。

アンテナ電力分布はDOE／NASAレファレンスシステム（正規分布10dBテーパ）を基準にする。

高出力・高効率アンテナ素子の開発目処が立たないため，SPS2000ではアンテナ面の電力分布を一

様分布とすることにした。アンテナ素子のパワーレベルは3段階とし，最低レベルのアンテナ素

子の出力は商品化されている最大級のものを想定している。上記項目に関連して，SPS2000では同

じ出力のアンテナ素子を2次元配列することにした。

3．2アンテナ設計

　本論文の目的は設計手順を示すことではなく，現時点で採用した設計や技術に基づく電力伝送

システムの構想を示すことにある。このため，実際の設計とは逆に，大きなものから順次小さい

ものへと記述を進めることにする。

　（1）全システム設計

　電力伝送システムとしての諸元およびスペーステナの諸元を表2に示す。本システムの構成要

素は以下の通りである。アンテナアレー（完成した全体，スペーステナを示す），アレーモジュー

ル，サブアレーおよびパネルである。これらは階層的に構成されており，それぞれすぐ下のレベ

ルの構成要素から成る。サブアレーはさらに送電素子，パイWット電波受信素子，方向検知部，

送信周波数基準発振器および受信周波数基準発振器からなる。

　アレーモジュールは軌道上でスペーステナを組み立てる際の最小単位で，サブアレーの集まり

である。サブアレーは送電素子，パイロット電波受信素子，方向検知部等からなり，フェーズド

アレーアンテナとして動作する最小構成単位である。サブアレーには送電周波数とパイロット電

波受信周波数の基準発振器をそれぞれ一つずつ取り付ける。また，サブアレー間の周波数と位相

を合わせるために，各アレーモジュールにも1つずつ送信，受信の基準発振器を取り付ける。さら

に，アレーモジュール問の周波数と位相を合わせるために，スペーステナにも送信周波数とパイ

ロット電波受信周波数の基準発振器を1つずつ取り付ける。

　レクテナサイトを含めた電力伝送システムのブwック図を図6に示す。スペーステナ内部のフ

ィードバックループにより位摺を整えて送電しても，地上へそのまま届くとは限らない。このた

め，レクテナサイトを含めた大きなループを構成し，地上でモニタリングした位相情報をスペー

ステナに送り返し，位相補正できるシステムを目指すことにする。

　サブアレー単位でパイロットビームの位相を検出し，アンテナ素子の位相制御を行う。スペー

ステナの位相綱御システムブuック図を図7に示す。アンテナ素子1個当たりの給電電圧は15VDC

で，これをサブアレー内で66個直列にすることにより太陽電池パネルからの出力を直結できるよ

うにしている。！つのサブアレー内では同様の直列回路が20回路できている。また，岡図には示

していないが，直列接続された増幅器のバイパススイッチを設けて，太陽電池の出力変動に対応

することができるようにする。今回の設計では，送電周波数との深刻な干渉を避けるため，パイ

wット電波周波数を送電周波数の十分の一の245MHzとした。ただし，電離層および大気による

擾乱を考慮して，パイロット電波の周波数が決定される。

　（2）サブアレー設計

　サブアレーは送電素子，パイロット電波受信素子，方向検知部からなり，フェーズドアレーア

ンテナとして動作する最小単位である。表3にサブアレーの諸元を示す。素子配列を決定するに

当たっては次のような前提条件を設けた。
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表2　電力伝送システム諸元およびスペーステナ諸元

躍力伝送システム麟光

　　送趣周波数

　　ビーム指向綱御方式

　　ビーム走嶽範賄　東繭方向ステアリング角

　　　　　　　　　粥北方向ステアリング角

　　スペーステナにおける電力密度分布

　　スペーステナにおける最大竃力密度

　　地上における最大電力密度

　　発集織システムからの入力竃力

　　　　　　2．45　｛GH’z）

フェーズドアレーアンテナ方式

　　　　±30．0’

　　　　±16．7“

　　　　一様

スペーーステナから放艇されるマイクロ波のエネルギー

スペーステナ賭元

　　1呼法，形状

　　撫黛

　　アレイモジュール数（嘱x2＞
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574

　0．9

16

10

　（w／mり

〔mw／c田2＞

　｛MW）
　｛｝，v，iW）

132m×132mの篤方形

　　　134．4

　　　88
　　1，936

2，5，17，776

　　7，744

　ton
セット

　　枚

　　偲

　　鮒

f

欄醐。」、送鯛離

　　　　　　　墓準発鱈器

（位栂同期信号

送僧禽波数1

基準発信器

kl

d

l

d

給電

愛信周波数

灘発揺執

　　　　　　　　　　　　　　“・nv～～電波（マイタ。ウェーブ〉

　　　　　　　　　　　　　　嚇…・・光ケーブル　　　　　　　　　　　　き
　　　　　　　　　　　　　　4一一一騨屑軸orRFケーアル
　　　　　　　　　　　　　　　、。。、糊罰
リ　リ　リ　リ　　　り　り　り　り　リ　リ　リ　ゆ　の　ふ　　ハ

　　　　　　　　　　　　｝　l

　　　　　　　　　　　　l位

相

惰

報

1

パイロット’躍波

　　受信棄子

レクテナ

サイト

憂鱈　波数
（三二同期信号）基準発鱈器

　（位稲隅期選号）　，

I　　　l
奮　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　伽

警輸液蜘

　，

　　　　　，
l　　　　l

L＿i
（位相分庵憶報）t
245MI｛z

ドィ’嚇

1

ス難訓Fレ悦誹トサご二一L一ア馬鐸一一レ躍

図6　電力伝送システム全体ブロック図

遥偲題波鍛轟攣聖偲酸

　　ZAsGHz　．．
　　　　　，’　　　　ノ
　　　　，’　　　　　ノ
　　　t　　　　　　　　一

　　’　　　Q’

　　ttt　tl．

　t’　lt
O・・一

’

t　x
l　　　t

I　　　S
1

，玲、、

ノ　　　　　　　　　S

　　　　　s

（i）　0・　・・　gl｝g　Q・　・・O

　　　　　／’ドこ・こ・・、

　　　　ノ　’　1　、　、　　、
　　　　ノ　’　1　1　、　　　、、
　　　t　　l　　l　　l　　N　s　　　　　　　’　　　　　　　　　　　　．。こ

　　　　s　s

Q・一・
　SSNN

　　　s

s

　　　　スペーステナレペル

、す一一

誤：詑
　　　　　サブアレイレベル

＿十

一

一舟
一　／　X
膚

／　1

愛偲周識鍛魏避僖器

x

曾

I　N

Z4SFeslx

x x

I　I

e6　g6　e　dG
N

1000V

1

N

L

幽

e　e　t 衡磯1邸

　面コ直列

送偲アンテナ

Z．4SGHと．観演藏ε一W方向

　1
一子レベra

方向

検知腿

／ハ＼

rrい
［II
ムムム

幽
A

光ケーブル

鰯軸，

RFケーブル

ノ《イロ7卜竃酸

憂倦アンfナ

2噂5繍ト｛z，　餌波嘉冨S一桐フ讐陣｝

図7　スペーステナの位相調御システムブロック図



太陽発電衛星SPS2000研究の概要と今後の展望 119

　　　　（a）ビーム走査を行ったときグレーテイングローブが発生しないこと。

　　　　（b）給電系の回路作成が容易なこと。

　　　　　サブアレーの入力電圧を1kVとするためには，アンテナ素子を直列および並列接続す

　　　　　る必要がある。この場合，割り切れない数だと回路作成が困難になる。

　　　　（c）パイロット電波受信素子を適宜配置できること。

　　　　（d）サブアレーの大きさは3m×3mとする。

　ビーム走査に伴うグレーティングローブの発生を押さえるには，素子間隔をある値より小さく

すればよく，その上限値はビーム走査角度のみに依存する。上記の（a），（b），（c），（d）を総合的に判

断して，SPS2000では

　　　　　　　　　　　　東西方向素子間隔　dx＝　75．OOmm　（0．612λ）

　　　　　　　　　　　　南北方向素子間隔　d，＝90．91mm　（0．742λ）

を採用することにした。また，パイWット電波受信素子はサブアレーの南北方向中央線に沿って

10素子毎に配列されている。したがって，パイロット電波受信アンテナの素子間隔は東西方向お

よび南北方向がそれぞれ75cm，3mである。方向検知器は素子の中に埋め込む（アンテナ素子のス

ペースを方向検知器に当てる）方向で検討を進める。

表3　サブアレーの諸元

送電問波数　　　　　　　　　　　　　　　　　　2．45　　　（GKz＞

ビーーム走査範畷　南北方向ステアリング角　　　流30．O“

　　　　　策繭方向ステアリング角　　　±16．7“

サブアレイにおける電力密度分布　　　　　　　　574　　　　　W／mt均一分布

サブアレイ入力電圧（ノミナル催＞　　　　　　　1　　　　kV

パイロット庵波受信局波数　　　　　　　　　　245　　　　MHz

方向検知可能範開　　　　　東西方向　　　　　　　廊30。

　　　　　　　南北方向　　　　　　±IT
送電踊子騙 @　襯駕　　　；1：11　翻：llill

サブr羨㌻枚謀繍三撒　　　1：潔；1（40×33’

　　　　パイロット電波受信索子　　　　　　　　4　　　醐

パ仙ト蹴波燃子撫 湯普@ 調：1
サブアレイー枚燕りの寸法　　　　　　3mX3mXtlGmm（突起物含まず〉

サブアレイー枚当りの電蟻　　　　　　　　　　68．G　　　l9「

　（3）アンテナ素子

　アンテナ素子にはキャビティ付スUットアンテナ素子を採用する。この形式のアンテナ素子は，

ダイポールアンテナに比べて，反射地板を必要としない分（約0．24λ（30mm）程度）だけ薄くできる。

また，ダイポールを支える支柱が必要ない。円形パッチアンテナのように誘電体で周囲を覆わな

くてすむため，放射熱を効率よく逃がすことができる等の長所がある。

　図8にキャビティ付スロットアンテナ素子の構造模式図を，図9にSPS2000用アンテナ素子構

造図を示す。さらに，表4に送電アンテナ素子の諸元を示す。1素子当たりのアンテナ面は90．9

mm×75mmの長方形である。これは波長λに対しては0．742λと0．612λに相当する。素子の厚さは

約37mm（0．3λ）を目標とする。アンテナはキャビティ付スロットアンテナで，中央部に約0．5λの電

気的開ロスリットを持つ構造とする。アンテナ開口部のない側，すなわち上面を放射板として使

用する。各素子に接続する電力線と通信ラインには送信周波数信号ライン（光ケーブル），増幅器

用電力ライン（フラットケーブル），位相綱御信号ライン（同軸ケーブルまたはRFケーブル）さ

らに方向検知回路との間で位相情報を授受するライン（同軸あるいはRFケーブル）が必要となる。
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図8　キャビティ付スロットアンテナ素子の構造

　　模式図

図9　SPS2000用アンテナ素子構造図

表4　送電素子の諸元

送電周波数

索子の形式

一丁子当りの繊力（ノミナル値）

鳥羽器入力（ノミナル｛直）

増福器効率（ノミナル植）

位相制御信・轡

一一f子痴りの面積

素子の摩み（目標値）

一一垂博q心りの重量

璽量配分（一素子嶺り）

放熱板

半溝体（Siべ一ス〉

回路（含むアンテナ）

2．45　GHz

キャビティ付きスロットアンテナ

3．93　Nsr

15　VDC　O．406A　（6．09．　W）

64．5　％

0～15　V　　　電流はほとんど流れない

O，613axe．742X＝68．18cm2

0．3λ　（約37mm＞

45．8　g

14．7　g

18．3　g

12．8　g

Al等｛蕗厚さO．8mm

A勝田四川さ1．Gmrn

A呈等価厚さ0．7mm

4．SPS2000レクテナと電力供給

4．1　レクテナ基本技術

　米国のDOE／NASAレファレンスシステムでは各種のレクテナが提案されている。しかし，　SPS2000

のレクテナとは以下の点で異なっている。第一一に，受電面がDOE／NASAレファレンスシステ．ム

では傾いているが，ここでは水平である。第二に，レクテナの受ける単位面積当たりの電力が小

さいので，コストを大幅に下げる必要がある。第三は，5ないし10年の寿命でもよい。

　（1）ワイヤメッシュ反射式

　高効率の受電のために，反射器と円形マイクロストリップアンテナ（CMSA）を使用する方法が

提案されている。赤道直下でこれを使用するには東西方向に伸びたワイヤメッシュが南北方向に

並ぶように配置する。図10に構成図を示す。この形式の特徴はワイヤでできている反射器が安く

て，面積が大きくとれることである。反射器の面積はCMSAの面積より数倍大きいので，　CMSA

が受けるマイクロ波の密度は高く，集電の効率も高くなり，保守管理も容易である。この形式は

試験用として，SPS2000からの受電が最大になる。また，将来商業用の大型のものに発展できる。

　（2）魔法の絨毯

　これは最小コストを目指したもので，地上設備を最小限にできる。構造物は耐久性のある強化

プラスチックが使用され，これがプリント配線回路を支える。効率は低コストに見合って比較的



太陽発電衛星SPS2000研究の概要と今後の展望 121

低い。図11に構成図を示す。

／s
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図10反射器と鐘形マイクロス｝・リップアンテナ（CMSA）を組み禽わせたレクテナ

33mm

Pwwif　Ouma
一一i唐盾?Ｗ

図11魔法の絨毯

4．2　レクレテナサイトと電力供給システム

　SPSからの電力を地上の商用電力系統に送電し，その後に負荷に配電する方法である。現在の

地上の商用電力系統は主として水力，火力，原子力の各発電所で構成され，発電された電力は図

！2に示す連系回路網で結ばれて，必要なときに必要な盤だけ負荷側に送られる。電力の供給者は

常に負荷の状態を監視し，負荷が増加した場合にはどこの発電所の出力をどれだけ増やすかを指

示する。

　西潜2010年頃には発電衛星からの送電電力も含めて電力系統の運用を考える必要があろう。そ

の場合には，発電衛星からの送電電力の信頼性は，現在の水力，火力，原子力の各発電方式と同

等に保たれることが必要である。発電衛星からの送電電力の故障により電力系統に擾乱を与える

ことのないよう，高い信頼性を保つようSPSを運用しなければならない。

　SPSが静止衛星でない場合には，　SPSからの供給電力は連続的にはならず，パルス状の電力と

なる。このため，3分程度の時間に得られるSPSからの電力を貯蔵しておく必要が生じる。図12

は受電レクテナから供給される直流電力を，直流交流変換装遣で既存の電力系統に送電する回路

であるが，SPSからの電力がパルス状であるため，これをエネルギー貯蔵装置に一旦貯蔵する回

路構成である。
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マイクロ・波鯉力

受蹴レクテナ

1　　　　　　齪伝調マグネット

　　　　エネルギー貯簾蔽蹟

図12宇宙発電所と地上商用電力との連携構想図

4．3　設置条件

　レクテナの設置場所の選定には多くの要素があるが，その基本的なものは衛星の能力である。

SPS2000は高度1100kmあたりの赤道上で運用される。電波の指向野冊角度は垂直から30度であり，

地球上では半径600kmの円内に送電できる。したがって，赤道上のレクテナには軌道に沿って1200

km移動する間時間にして約200秒間送電できる。他の条件が同じならば，受け取るエネルギー当た

りのコストから考えて，各レクテナの受電できる蒔閲が長い方が望ましい。赤道から南北へずれ

たレクテナでは距離とともに連続送電の時間が短くなる。ただし，赤道から200km離れた位置では

その蒔問の減少は！0％以下である。図13には参考のために電力供給可能地域の地図が示されてい

る。同図の網掛け部分は赤道から3度以内を表す。

　以上述べたように，各レクテナの受電時間を最大にするためには東西方向に1200kmの間隔をと

る必要がある。この制約条件から，理論的には34箇所がレクテナの最大設置位置となる。表5に

は世界の各地で可能な最大数（深海に設置する場合は含まない）を示す。このように，実用最大

数は34よりむしろ／9に近い。この上限に近づくかどうかはSPS2000の運用に依存する。

表5　レクテナ設置可能数

アフリカ

東南アジア

南アメリカ

太平洋

大西洋

インド洋

4

4

5

4

1

1

合計 19

図13　電力供給可能地域
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5．むすびと今後の展望

　SPS2000の概念設計は，現実の衛星の打ち上げを想定してはいない。このため，衛星からの送電

用電波の周波数配分のプロセス，軌道設定の国際間調整については考慮していない。ISMバンド

とは雷え，ここで検討の対象とした2．45GHzのS帯は移動衛星等通信衛星業務にとっても貴重な

周波数である。一方，SPS2000を引き継ぐ研究として平成5年度および6年度に文部省科学研究費

補助金を得て，SPSの研究領域を明確に定義する作業が行われた。この科学研究では将来の人類

の宇宙活動を視点に入れ，エネルギー供給の地球閉鎖系からの解放をSPSの導入は意味するとの

観点から広く人文社会科学系の研究老の協力を得て，研究を進めて行く方向を明確にした。この

ことは，SPSは単に科学技術のみの問題ではなく，広くパブリックアクセプタンスに関わり，国

際法体系等を含むべきとの見解に立っている。SPSが実用されるのは21世紀である。この間には，

デルタクリッパに見られるような新しいロケット技術，高温超電導に代表される科学上の発見等

科学技徳の革新が期待される。SPSはこれらを組み入れながら，進化して行くものと考えられる。

1970年代末に米国が行ったCDEPに相当するプロジェクトを1990年代に行う必要がある。また，

CDEPのレファレンスシステムに相当する例えばSPS2000のような各種実験衛星計画が提案され，

概念設計され，このうちの何れかが実験衛星になるよう基礎研究を現在は行う段階と考えている。
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